Ⅱ－１３　団体の法律関係



Questions

（１）Xは、Yから甲の引渡しを受けたい。

　（a）Xは、Yに対して、どのような観点から請求していけばよいか。

　（b）Xからの請求を受けたYは、どのように反論をしていけばよいか。

　　（ｱ）Yとしては、それぞれの反論の中で、どのような主張をすべきであるか。

　　（ｲ）これに対して、Xは、どのように再反論をしていけばよいか。

（２）Xは、Yに対して、３５００万円の支払を求めたい。

　（a）Xは、Yに対して、どのような観点から請求していけばよいか。

　（b）Xからの請求を受けたYは、どのように反論をしていけばよいか。

　　（ｱ）Yとしては、それぞれの反論の中で、どのような主張をすべきであるか。

　　（ｲ）これに対して、Xは、どのように再反論をしていけばよいか。

（３）Xは、Yに対して、４０００万円の支払を求めたい。

　（a）Xは、Yに対して、どのような観点から請求していけばよいか。

　（b）Xからの請求を受けたYは、どのように反論をしていけばよいか。

　　（ｱ）Yとしては、それぞれの反論の中で、どのような主張をすべきであるか。

　　（ｲ）これに対して、Xは、どのように再反論をしていけばよいか。

（１）Ｘは、Ｙから甲の引渡しを受けたい。　　　　　　　　　　　文責：荒木・鷲沼
　（a）Ｘは、Ｙに対して、どのような観点から請求していけばよいか？
本問において、財団法人Ｙの理事長であるＲとＹの理事に就任していた経歴のあるＸとの間で、時価４０００万円の絵画（甲）の売買契約が締結されている。しかしながら、Ｒは当該売買契約をするにあたって、定められた正規の手順を踏まず、議事録を偽造し、結果としてＸを錯誤に陥らせている。
このような場合、Ｘが保護される余地があるのだろうか。
　　　そもそも、日本では、「定款の規定又は総会の決議によって特定の事項につき理事が代表権を行使するためには理事会の決議を経ることを必要とする」などと定めて理事の代表権を制限することができる（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律７７条４項・同１９７条）。そして、善意の第三者に対してはその制限をもって対抗することはできない、ということが原則である（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律７７条５項・同１９７条）。


なお、１９７条により、一般財団法人についても７７条４項・５項は準用されることとなる。
　　　この７７条５項の文言にある「善意」とは、「代表権にくわえられた制限を知らなかった」
ことを言い、「過失」の有無は問われないものと解される。なぜなら、理事の代表権に
ついては制限がないということを前提としているからであり（７７条４項　包括的代表権）、取引の相手方を広く保護すべきだからである。
しかし、相手方が理事の代表権に制限があることを知っていたが、その制限には抵触しないものと誤信していた場合、この相手方は代表権の存在について「悪意の第三者」であるから、７７条５項では保護されないこととなる。
　　　このように、制限違反の事実がないと信じた相手方をどのように保護するかについて、以下のような見解がある。
①７７条５項拡張説（改正前民法５４条拡張説）
　　相手方が、理事会の決定が必要であるという制限は知っていても、実際に理事会の決定が得られていると誤信した場合にも７７条５項の射程が及ぶとする。つまり、善意の相手方は保護されることになる。
②１１０条類推説（判例）
　　理事会の決定が必要であるという制限を知っていても（代表権の制限について悪意）
ⅰ：実際に理事会の決定が得られたと信じた
ⅱ：このように信じたことにつき正当な理由がある
ⅰ・ⅱを満たした場合に、１１０条を類推適用して相手方を保護すべきであるとする。

［1 説の問題点］
一般法人法７７条５項・１９７条が善意で足りるとしたのは、理事の代表権には制限がないということが原則であるため、制限の有無を調べる必要はないと考えたからである。しかし、代表権の制限について悪意であった者は、その制限が守られているかどうかを慎重に確認すべきであり、そのような確認を怠った者は法的保護には値しないと考えるべきである。
　［②説の必要性］
　　　このような場合に第三者を一切保護しないとすれば、定款による制限さえ知らなかった不注意な第三者は保護されることになり、制限を調べて、抵触しないだろうと誤信したやや注意深い第三者が保護されないことになってしまう。
【参考判例：最判Ｓ.60.11.29】
	漁業協同組合は、水産業協同組合法４５条の準用する民法５３条、５４条の規定により、定款の規定又は総会の決議によって特定の事項につき理事が代表権を行使するためには理事会の決議を経ることを必要とするなどと定めて理事の代表権を制限することができるが、善意の第三者に対してはその制限をもって対抗することができないものであるところ、右にいう善意とは、理事の代表権に制限が加えられていることを知らないことをいうと解すべきであり、また、右の善意についての主張・立証責任は第三者にあるものと解すべきである。そして、第三者が右にいう善意であるとはいえない場合であっても、第三者において、理事が当該具体的行為につき理事会の決議等を経て適法に漁業協同組合を代表する権限を有するものと信じ、かつ、このように信じるにつき正当の理由があるときには、民法１１０条を類推適用し、漁業協同組合は右行為につき責任を負うものと解するのが相当である。


なお、この判例においては漁業組合の定款上、理事に加えられている制限を認識していた者が土地売買契約の相手方である組合長に土地売却権限があるものと信じていても、そう信じるにつき正当の理由はないと判示している。
　
　　［あてはめ］
まず、ＸはＹの元理事であり、上記制限を知っていたと解するのが相当であるから、一般法人法７７条５項・１９７条の適用はない。
次に、ＸＲ間の売買契約の際に、Ｒが２００４年９月２５日付けのＹの臨時議事会の議事録を示し、その議事録には「甲の売却につき理事全員が同意したこと」、「売却交渉および売却権限につきＲに一切を授権すること」が記載されていたこと（ⅱ）から、Ｘは実際に理事会の決定が得られたと信じ（ⅰ）、当該売買契約締結に至っているのだから１１０条の類推適用における要件を満たす。
よって、Ｘは、Ｒの行為につきＹは責任を負うべきである、旨を主張することで、ＸＲ間の売買契約の効果が本人Ｙに帰属し、Ｙに対して甲の引渡しを求めることができる。
（b）Ｘからの請求を受けたＹは、どのように反論をしていけばよいか。
　　（ア）Ｙとしては、それぞれの反論の中で、どのような主張をすべきであるか。
１１０条類推適用の要件の１つである「正当な理由」は、１１０条の解釈と同様に、相手方
の保護には、代表権の制限を受けないものと信じたことについて「善意」だけでなく、「無過失」も要求される。
ゆえに、ＹはＸに対して、当該売買契約におけるＸの過失を主張・立証することが考えられる。
　　［あてはめ］
　　　　理事長RがXに示した議事録が偽造されたものであるか否かは、Yに確認すれば容易に判明したものであり、それを怠り、軽率に小切手を振り出したXには過失が認められる。
　　　　よって、Xの誤信に正当の理由はなく、理事長Rの行った行為につきYが責任を負う必要はない。
　　　　ゆえに、Xに対して甲の引渡しをする必要はないと考えられる。
（イ）これに対して、Xは、どのように再反論していけばよいか。
　　　　Xは自らがRに甲売却の権限があると信じたことにつき、「正当な理由」があったことを主張すればよい。なお、「正当な理由」とは、相手方が代理権の存在を信じたことに過失がなかったことをいう（最判S35.12.27民集14-14-3234）。
［あてはめ］
まず、XはもともとYの理事であり、Yの財政難についても把握していた。そのため、Yが資金面で困窮して甲を手放すことも十分あり得る話であるとXが考えることも自然である。
次に、（ア）でも触れたように、RはYの窮状を述べた上で、偽造した２００４年９月２５日付けのYの臨時理事会議事録を示し、Xにその理事会中で「甲の売却につき理事全員が同意したこと」と「甲の売却交渉および売却権限につきRに一切を授権すること」を決定した旨を伝えており、これによりYの寄付行為には、「財団所有の不動産その他重要な財産を処分するときには、理事会に諮り、理事11名の3分の2の多数の同意を要する」旨の定めがあることを知っていたXが、Ｒに甲売却に関する一切の権限があると信じたことにつき、過失はない。
また、この議事録は巧妙に偽造されていたものであるから、いくらXが元Yの理事であったとしても偽造されたことを見抜けなかったことに過失はなく、議事録を信用し、ひいてはＲの甲に関する権限を信用したためにＸはＹへ２００４年９月２５日に理事会があったかどうかを確認していないというだけに過ぎず、そのことに過失はないと言える。
　　　　以上の点からXがＲに甲の売却権限があると誤信したことには正当の理由が認められる。
よってXはYに対して甲の引渡しを求めることが出来る。
（２）Xは、Yに対して、3500万円の支払を求めたい。　　　　　　　　　　文責：山崎

（a）Xは、Yに対して、どのような観点から請求していけばよいか。

XがYに対して金銭賠償を求める法律構成としては、理事等の行為による法人の不法行為責任が考えられる。

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律78条（旧民法44条1項）

【代表者の行為についての損害賠償責任】

一般社団法人は、代表理事その他の代表者がその職務を行うについて第三者に加えた損害を賠償する責任を負う。
　


一般社団法人及び一般財団法人に関する法律78条は、代表の理事が職務行為遂行につき第三者に加えた損害につき、法人が損害賠償責任を負う旨を規定している。これは、理事が法人の代表機関であり、法人を代表して法律行為を行う点に鑑み、理事が不法行為により惹起した結果について法人の責任を問うことにしたものである。

　しかも、これは、被用者の不法行為につき使用者が損害賠償を負うものとする715条におけるよりも、法人の責任を厳しく問う方向で規定したものである。

つまり両者は、条文の体裁上は、715条の使用者責任では1項但書で使用者の免責立証（選任・監督について相当の注意をしたこと、または相当の注意をしても損害が生じたと考えられること）が認められているのに、44条ではこのような免責の余地がない点において異なる（現実には使用者責任でも免責立証が認められたケースはない）。

要件は以下の通りである。

①理事その他代理人の行為であること

　理事その他の代理人の範囲については、争いがあるが、理事その他の代理人とは、代理権を与えられた法人の機関であるとする代表機関説が通説となっている。

②理事等が不法行為をしたこと

　これは、理事などの行為について、不法行為の成立要件が備わる必要があることを意味する。不法行為（709条）の要件は以下の通り。

　①Rに故意または過失があったこと

　②Xの権利または法律上保護される利益が侵害されたこと

　③損害の発生

　④侵害行為と②との因果関係

③理事等が「その職務を行うについて」損害を加えたこと

・取引的不法行為の判断基準

　職務の遂行に当たるかどうかは、判例は、行為の外形から観察して、それが理事等の職務に属するかどうか、あるいは職務の執行と適当な牽連関係に立つものかどうかを基準としている（外形標準説）。職務の執行に属するという外形に対する信頼を保護する趣旨である。

※外形標準説について

一般に代理権の濫用や使用者責任などの事例で本人又は使用者が責任を負うかどうかの判断に用いられる。以下の2類型がある。

①事実行為的不法行為
　交通事故、暴行、窃盗などがある。以下は715条使用者責任についての事例である。
【「事業の執行につき」にあたるとされた判例】
・タクシー運転会社の整備係兼運転助手が、会社の黙認する場所以外で営業用自動車を用いて運転練習した場合[最判昭34.4.23]
・他8名の係員と共に運転することもあった販売契約係の者が、退社後映画見物をしての帰途、私用運転を禁ずる会社の規則に反して会社の自動車を無断使用した場合[最判昭39.2.4]
理事等が事実行為によって他人に損害を加えた場合は、その行為が理事等の職務に関連して行われたかどうかが基準となる。職務に関連しない行為は、理事等の個人的な行為に過ぎず、そのような行為についてまで法人が責任を負うべき理由はないと考えるからである。
②取引的不法行為
　消費貸借、売買契約などがある。以下は旧民法44条についての事例である。

【｢職務を行うにつき｣にあたるとされた事例】

・村の収入役が、議会の議決に関する証明書を偽造し、相互銀行と消費貸借契約を締結し、借受金を受領する行為[最判昭44.6.24]
・村議会の議決がないのに、村長が手形を振り出す行為[最判昭37.9.7]
【あてはめ】

　以上より理事Rの不法行為責任による損害賠償をXが請求する場合について、それぞれの要件に合致するか検討する。

①については、RはYの理事長であり、代理権を有する法人の機関である。②については、Rは自己の利益を図るため故意を持ってYの契約上の利益を侵害し、3500万円の損害を与えており、Rの行為には不法行為の要件が備わる。③については、RはXに対して理事会議事録を示し、甲の売却について理事全員が承諾したこと、売却交渉および売却権限につきRに一切を授権することを証明しており、外形的に見て理事の職務に属すると判断できると考えられる。

　以上よりXはYに対して不法行為の損害賠償3500万円の請求の主張ができる。

（b）Xからの請求を受けたYは、どのように反論をしていけばよいか。

　（ア）Yとしては、それぞれの反論の中で、どのような主張をすべきであるか。
　理事等の行為が外形上職務の執行と認められる場合でも、それが実際に職務に属さないことを相手方が知っていたか、知らなかったことに重過失がある場合は、法人は責任を負わないとされている（立証責任：法人側）。【最判昭50.7.14】相手方の信頼を保護するという外形理論の趣旨からすると、悪意または重過失のある相手方は保護に値しないと考えられるためである。

【あてはめ】

　以上より、Y法人はXがRの行為が職務の執行に属さないことについて悪意または重過失があることを立証できれば、不法行為による損害賠償を免れる。

　本件についてみてみると、XはかつてYの理事であったため、Xは財団法人の定款の存在及びその内容である財団理事の代表権の制限については十分知っていた。そして、財団法人はXが理事に就任していた5年前からすでに運営資金の面で非常に厳しい状況が続いていたにも関わらず、現在まで甲を売却してこなかったこと、そのような事情のある甲の売却を急に理事会が決定し、しかもその権限をRに一任し、そして現在も4000万円の価値がある甲を500万円も安い3500万円で売却するという点に不自然さが見受けられるため、通常人であればRの行為の正当性について疑いを持つであろうと推測できる。しかし、Xは10月10日から10月29日まで購入を考慮する間、かつて所属していたYに対して理事会の存在の確認や議事録についての確認をすることが容易であったにも関わらず、一切問い合わせ等をしていなかったことなどから判断すると、Xには重過失があると主張することができる。

　よって、Xにつき重過失があるため、Yは不法行為による損害賠償を免れることが出来ると反論する。

　（イ）これに対して、Xは、どのように再反論していけばよいか。
　以上のような主張に対して、Xは自己が悪意・重過失でないことを反論すればよい。

【あてはめ】

　Rは巧妙に偽造した議事録を持参しており、それによりXは運営資金の確保のための甲の売却を理事全員が望んでいたと信じたこと、Rは財団法人の理事長でありXとも交流が深かったことからYがRに売却交渉を一任した、と考えるのは自然であると言えること、代金についても競売での取引なら通常より低い価格で売却されることも普通であること、などからXがYの甲売却について信じるについては正当な理由があり、Xには悪意または重過失はないと考えられる。

　よって、Xは自己に悪意または重過失がないことを主張して、Yの反論を退けることができる。

（３）Xは、Yに対して、４０００万円の支払を求めたい。　　　　　　　　文責　青木

　（a）Xは、Yに対してどのような観点から請求していけばよいか。
（ⅰ）法人の不法行為（一般社団法人および一般財団法人に関する法律７８条）

（ⅱ）代表権の内部的制限（一７７条５項、１１０条類推適用）

　以上、２つの法律構成が考えられる。それぞれあてはめで検討する。

〈不法行為と表見代理の要件・効果の違い〉
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※債務不履行による損害賠償の要件・効果
　要件

①債権の発生原因

　②債務の不履行

　③損害の発生

　④債務不履行と損害との間の因果関係

　⑤債務不履行につき、債務者に帰責事由があること（立証責任：債務者）

効果　填補賠償；履行に代わる損害賠償

　　（ただし、履行遅滞の場合には本来の契約関係が依然として維持されている以上、契約を解除しない限り、填補賠償を求めることができないのが原則である）

【あてはめ】

　Yの寄付行為には、「財団所有の不動産その他重要な財産を処分するときには、理事会に諮り、理事１１名の３分の２の多数の同意を要する」旨の定めがある。したがって、Rが理事会の決定を得ずにした甲の売買契約は、無権代理行為である。

このような場合に、XがYに対して、４０００万円の支払を求めるとき、（ⅰ）法人の不法行為（一７８条）、（ⅱ）代表権の内部的制限（一７７条５項、１１０条類推適用）、以上２つの法律構成が考えられる。

（ⅰ）法人の不法行為について、不法行為の効果は原状回復的損害賠償にとどまる。これは、法人に法律行為の効果が帰属すると信じたために相手方が出捐した財産の回復を意味する。これによると、法律行為が有効ならば得られたはずの利益（履行利益）の賠償は得られないことになる。よって、法人の不法行為責任を問う場合には、２００４年１１月１１日にXからRに交付された小切手の金額３５００万円とその利子については請求できるが、４０００万円を請求することはできない。
（ⅱ）について、取引行為を介した不法行為でも、理事等が自己または他人の利益をはかるために権限を濫用する場合は、代理権の内部的制限の問題（一７７条５項、１１０条類推適用）となる。

設問（１）より、本問の場合、１１０条類推適用が成立する。したがって、法律行為が本人Yに有効に帰属し、甲の売買契約は有効に成立する。よって、XはYに履行請求が可能であり、債務不履行の場合、債務不履行責任を追及することが可能であると考える。

　そこで、XはYに対し催告をし、その相当期間を過ぎた場合、Yの履行遅滞による債務不履行にもとづき契約解除をしたうえで、損害賠償を請求することができると考える。
損害賠償について、賠償は、損害を金銭に評価して支払われる（金銭賠償の原則、４１７条）。債務不履行においては履行利益が賠償の対象となる。損害賠償の範囲について、通常生ずべき損害として、２００５年４月４日現在の甲の価値が４０００万円であることより、４０００万円の請求をすることができると考える（４１６条１項）。

　以上より、Xは、Yに対して、４０００万円の支払を求めることができると考える。

　（ｂ）について、（１）と同じ法律構成をとるため、同様の反論・再反論がなされると考える。
以上　
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民法　第１１０条


　前条本文の規定は、代理人がその権限外の行為をした場合において、第三者が代理人の権限があると信ずべき正当な理由があるときについて準用する。





一般社団法人及び一般財団法人に関する法律 ７７条５項


　前項の権限に加えた制限は、善意の第三者に対抗することができない。





一般社団法人及び一般財団法人に関する法律 ７７条４項


　代表理事は、一般社団法人の業務に関する一切の裁判上又は裁判外の行為をする権限を有する。








　Ｙは、スポーツの振興を目的として設立された財団法人であり、１１名の理事を有している。Ｙの寄付行為には、「財団所有の不動産その他重要な財産を処分するときには、理事会に諮り、理事１１名の３分の２の多数の同意を要する」旨の定めがある。


　Ｙは、非常に有名なスポーツ選手から財団設立時に寄贈を受けた絵画（甲）を所有していた。甲は、時価にして４０００万円の価値があるものであった。


　２００４年１０月１０日、Ｙの理事長Ｒが、みずから親交があり、かつ５年前まで約４年間、Ｙの理事に就任していた経歴のある個人実業家Ｘのもとを訪れ、財団の資金面の窮状を訴えて、９月２５日付けのＹの臨時理事会の議事録を示し、甲の売却による運営資金の確保に協力してほしいとの申入れをした。この議事録中には、甲の売却につき理事全員が同意したことと、売却交渉および売却権限につきＲに一切を授権することの決議内容が記されている。


　Ｘは、数日間考慮した後、同年１０月２９日に、甲を買い取る方向で検討するとの返事をＲに与えた。その後の交渉により、同年１１月１１日、ＲとＸとの間で、甲をＸが３５００万円で買い取る旨の契約を締結し、ＸからＲに３５００万円の小切手が交付された。その際、甲の引渡しは、Ｙ側の事情を考慮して同年１２月１２日におこなわれるものとされた。


　ところが、引渡予定期日になっても、Ｙ側から甲の引渡しがされなかった。ＸがＹの事務局に問い合わせたところ、９月２５日の理事会など存在せず、議事録は巧妙に偽造されたものであることが判明した。Ｘの振り出した小切手はすでにＲにより換金されており、Ｒは、すべての個人資産を処分して、行方をくらましている。


　現在は、２００５年４月４日である。なお、Ｙの経営は、Ｘが理事に就任していた時期からすでに運営資金の面で非常に厳しい状況が続いていた。甲の価値は、現在も４０００万円程度である。
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【使用者の責任】


①ある事業のために他人を使用するものは、被用者がその事業の執行について第三者に加えた損害を賠償する責任を負う。ただし、使用者が被用者の選任およびその事業の監督について相当の注意をしたとき、又は相当の注意をもってしても損害が生ずべきであった時はこの限りでない。
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